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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第24期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

  ん。 

４．自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

５．株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

売上高（千円） － － － － 8,006,201 

経常損失（△）（千円） － － － － △110,269 

当期純損失（△）（千円） － － － － △155,335 

純資産額（千円） － － － － 5,888,389 

総資産額（千円） － － － － 8,705,155 

１株当たり純資産額（円） － － － － 540.38 

１株当たり当期純損失金額

（△）（円） 
－ － － － △14.14 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） － － － － 67.6 

自己資本利益率（％） － － － － － 

株価収益率（倍） － － － － － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － － △527,491 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － － 468,314 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
－ － － － △291,789 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
－ － － － 3,440,329 

従業員数（人） － － － － 219 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．持分法を適用した場合の投資利益については、第22期以前は関連会社がないため、また、第24期は連結財務

諸表を作成しているため記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第20期については、新株引受権残高を有しておりますが、１株当

たり当期純損失を計上しておりますので記載しておりません。また、第21期については、新株引受権残高及

びストックオプション制度導入に伴う新株予約権残高がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登

録もしていなかったため、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。 

４．自己資本利益率については、第20期において当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

５．第21期以前の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていなかったため記載し

ておりません。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

売上高（千円） 973,169 2,255,254 4,469,995 7,506,905 8,006,201 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
△359,795 184,024 825,671 837,021 71,946 

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
△308,193 164,025 659,296 478,987 26,880 

持分法を適用した場合の投資

利益又は投資損失(△)(千円) 
－ － － △82,289 － 

資本金（千円） 442,700 442,700 1,632,700 2,555,483 2,556,480 

発行済株式総数（株） 319,500 7,987,500 9,987,500 11,014,700 11,017,500 

純資産額（千円） 254,571 416,896 4,203,909 6,429,090 6,144,510 

総資産額（千円） 1,043,029 1,342,708 5,541,306 8,631,859 8,791,774 

１株当たり純資産額（円） 796.78 52.19 420.91 583.68 563.89 

１株当たり配当額（うち１株

当たり中間配当額）（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

10 

(－) 

17 

(－) 

12 

(－) 

１株当たり当期純利益金額又

は当期純損失金額（△）

（円） 

△2,063.09 20.53 68.65 47.76 2.45 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円） 
－ － 67.76 46.77 2.43 

自己資本比率（％） 24.4 31.0 75.9 74.5 69.9 

自己資本利益率（％） － 48.9 28.5 9.0 0.4 

株価収益率（倍） － － 18.7 38.1 428.6 

配当性向（％） － － 14.6 39.0 489.8 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△366,712 △40,681 △29,561 17,222 － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
256,104 4,870 275,410 △1,048,889 － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
267,264 △140,136 2,719,412 1,759,713 － 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
253,737 77,311 3,040,057 3,771,618 － 

従業員数（人） 65 79 100 151 189 



６．当社は、第20期に有償第三者割当増資を行っておりますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もして

いないため、株価の把握が困難であり、この影響を加味して遡及修正を行った場合の１株当たり指標につい

ては記載しておりません。 

７．当社は、第21期において、平成14年９月19日付で１株を25株に分割し、発行済株式総数は7,987,500株とな

っております。なお、１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。

８．平成14年12月10日付で当社株式は、東京証券取引所マザーズ市場に上場されました。 

９．第22期の１株当たり配当額10円には、東京証券取引所マザーズ市場上場記念配当５円を含んでおります。 

10．第22期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

11．平成16年９月17日付で当社株式は、東京証券取引所市場第一部へ市場変更されました。 

12．第23期の１株当たり配当額17円には、東京証券取引所市場第一部への市場変更記念配当５円を含んでおりま

す。 



２【沿革】 

昭和57年６月 当社設立（大阪府堺市、設立時の商号 株式会社堺システム開発、平成９年10月に株式会社ピクセ

ラへ商号変更）、パソコン周辺機器に係るハードウエア製品、ソフトウエア製品の受託開発を開始

平成２年10月 初めての自社開発製品としてMacintosh の周辺機器製品、「PixeColor 735」を発売（シャープ I

O-735X 対応） 

平成３年４月 Macintosh の周辺機器製品、「PixeLaser」を発売（キヤノン LaserShot 対応） 

平成４年３月 Macintosh の周辺機器製品 AppleTalk 対応の「PixeTalk」を発売（各社対応） 

平成５年４月 Macintosh、Windows 対応のカラーコピーソフト「PixeColor-Scan」を発売 

平成６年３月 Macintosh 対応のプリンタドライバシリーズを発売（キヤノン バブルジェットプリンタ対応） 

平成７年４月 Macintosh、Windows 対応のプリンタドライバシリーズ各社対応版を発売 

平成８年８月 Macintosh、Windows 対応の統合ソフトウエア「PixeColorPlayer」を発売 

平成９年10月 当社製品の販売を行っていた株式会社ピクセラ（大阪府堺市、平成２年８月設立）の営業の全部お

よび商号を譲受け、株式会社ピクセラに商号変更（同時に旧 株式会社ピクセラは株式会社エス・

エス・ディに商号変更） 

首都圏における営業および開発拠点として「新横浜事業所」（横浜市港北区）開設 

平成10年１月 画像管理／編集ソフトウエア「PixeCRAFT」を発売 

平成10年２月 動画編集ソフト「PixeDV」を発売 

平成11年11月 USB接続 DVD-RAMドライブ「PX-DVRM/U1」を発売 

平成12年５月 IEEE1394接続 DVD-RAMドライブ「PIX-DVRM/FW1」を発売 

平成13年２月 Macintosh対応 USB接続 MPEG-1/2 ビデオキャプチャーユニット「PIX-MPGCP/U1-MAC」を発売 

平成13年５月 組み込み Linux リファレンスボードを発表 

平成13年９月 無線LANアクセスポイント「PIX-WAW/AP1」を発売 

平成13年10月 画像編集ソフトウエア「PIXELA ImageMixer」を発売 

平成13年11月 PCI接続 MPEG-1/2 TVキャプチャーボード「PIX-MPTV/P1W」を発売 

平成14年１月 Macintosh対応 USB接続 MPEG-1/2 TVキャプチャーユニット「PIX-MPTV/U1M」を発売 

平成14年３月 デジタルビデオカメラ用 DV-USB コンバートケーブル「PIX-MPTV/U1H」を発売 

平成14年７月 IEEE1394接続 DVD-RAM/Rドライブ「PIX-DVRR/FW2」を発売 

平成14年９月 ホームページ上にオンラインショップを開設 

Macintosh対応 PCI接続 MPEG-1/2 TVキャプチャーボード「PIX-MPTV/P1M」を発売 

Macintosh対応 DVDオーサリングソフトウエア「CaptyDVD/VCD」を発売 

平成14年12月 東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場 

海外販売において、LaCie Group S.A（仏）と提携 

IEEE1394接続 DVD MULTI ドライブ「PIX-DVRR/FW3」を発売 

TVキャプチャーシリーズ専用オプション品「PIX-RMC/U1H」を発売 

平成15年１月 PCI 接続 MPEG-1/2 TVキャプチャーボード「PIX-MPTV/P2W」を発売 

平成15年２月 USB2.0接続 MPEG-1/2 TVキャプチャーボックス「PIX-MPTV/U2W」を発売 

平成15年３月 PCI 接続ロープロファイル対応 MPEG-1/2 TVキャプチャーボード「PIX-MPTV/L1W」を発売 

平成15年４月 3次元Y/C分離・GRチップ搭載PCI接続MPEGキャプチャーボード「PIX-MPTV/P4W」を発売 

新横浜事業所を横浜市港北区に移転（同区内） 

平成15年５月 世界初 FireWire接続MPEGキャプチャーボックス「PIX-MPTV/F1M（CaptyTV/FireWire）」を発売 

Windows XP Media Center Edition に対応したTVキャプチャー製品シリーズをリリース 

平成15年６月 ポータブルDVD MULTIドライブ「PIX-SLRR/F1H」を発売 

平成15年８月 世界最小TVチューナー・3次元YC分離・GRチップ搭載USB2.0接続MPEGキャプチャーボックス「PIX-M

PTV/U4W」を発売 

平成15年９月 DVD-Video/Video CDオーサリングソフトウェア「Capty DVD/VCD Ver.2.0」を発売 

ポケットサイズのDVストリーム対応DV-MPEGトランスコーダ「Capty FastCoder」を発売 

Macintosh対応FireWire接続のDVD MULTIドライブ「PIX-DVRR/FW4」を発売 

地上波デジタルラジオ受信機を開発 

本社を大阪市浪速区へ移転 



平成16年３月 米国のベンチャー企業UKOM社よりシリコンチューナー開発に関する知的財産権を含む研究開発事業

を譲り受け、株式会社RfStreamを設立（現在は共同出資による関係会社） 

平成16年４月 Macintosh向けDVDレコーダー活用ソフトウエア「Pixe VRF Browser EX」を発売 

平成16年７月 世界初、USB2.0でパソコンにDV映像の取り込みを可能にするケーブル「PIX-UVCD/U1W」を発売 

Macintosh向けFireWire接続DVD±R/RWドライブ「PIX-DVPR/FW5」発売 

平成16年９月 Macintoshにテレビ視聴・録画機能を追加するTVキャプチャーボックス「PIX-FTV200FM」を発売 

Windows向けDVD-RAM5倍速対応の内蔵型DVD SUPER MULTIドライブ「PIX-DVRR/AT6W」を発売 

  品川区大崎に東京支社を開設（新横浜事業所より移転） 

東京証券取引所市場第一部に指定替 

平成16年10月 DVD-Video/Video CDオーサリングソフトウェア「ImageMixer™ DVDMaker2」を発売  

中華人民共和国上海市に現地法人「貝賽莱（上海）多媒体信息技術有限公司」を設立  

 平成16年12月  米国マイクロソフト社より正式認証を受け、Microsoft® Windows® XPおよびMicrosoft® Windows

® XP Media Center Edition 2005のロゴを正式取得した高性能テレビキャプチャーボード「PIX-CT

V200PW」を発売  

平成17年１月 光触媒の開発・販売を行う「株式会社ピアレックス・テクノロジーズ」に資本参加 

平成17年４月 日本初、地上デジタル放送、BSデジタル放送、110度CSデジタル放送をハイビジョン映像のままで

視聴、録画、再生することができるデスクトップパソコン用テレビキャプチャボードを発表 

  当社の関連会社である株式会社RfStreamが開発し、世界最小・最薄クラスの低消費電力・低発熱を

実現したシリコンチューナーを搭載したテレビキャプチャボードを発表  

 平成17年７月  Ｗ録画対応高画質の新型アナログテレビキャプチャーボード「PIX-MPTV/P8W」の発売開始にあわ

せ、インターネットを利用したテレビ番組情報提供の新サービス「REC StationTM」のパソコン向

けサービスの提供を開始 



３【事業の内容】 

 当社グループは、画像音声の圧縮伸長関連技術、WindowsOS(Operating System : パソコン用基本ソフトウエア)、

MacintoshOS双方のマルチプラットフォームに対応したソフトウエア開発技術、LinuxOSを主としたネットワーク技

術、システムＬＳＩを含むハードウエア設計技術の４つをコアの技術とするファブレス・メーカーであります。 

 具体的には、パーソナルコンピュータ（パソコン）の周辺機器の開発、製造および販売を行っている「ハードウエ

ア製品」と、パソコンおよびその周辺機器用のアプリケーションソフトウエア、制御ソフトウエアの開発、販売を行

っている「ソフトウエア製品」、「ソフトウエアロイヤリティ」、「受託開発」の４つの製品群を有しております。

 製品群別の事業内容は次のとおりであります。 

① ハードウエア製品 

 当社が企画・開発したパソコン周辺機器を社外に製造委託し、当社ブランドおよび顧客企業の相手先ブランド

（ＯＥＭ）の２種類の形態により販売を行っております。 

② ソフトウエア製品 

 当社が企画・開発したアプリケーションソフトウエア・制御ソフトウエア等を社外に製造委託し、当社ブラン

ドおよびＯＥＭの２種類の形態により販売を行っております。 

③ ソフトウエアロイヤリティ 

 当社が企画・開発したアプリケーションソフトウエア・制御ソフトウエア等を「マスタープログラム」の形で

顧客企業に提供、顧客企業側で製品の製造、出荷を行い、その出荷本数に基づき契約により定められたロイヤリ

ティを受け取るものであります。 

④ 受託開発 

 顧客企業よりアプリケーションソフトウエア・制御ソフトウエアおよびハードウエアの開発を受託するもので

あります。 

 各製品群の主要製品等は以下のとおりであります。 

 なお、売上を形態別に分類する際には、ハードウエア製品とソフトウエア製品を合計した「製品売上」として表示

しております。 

（主力製品の特徴） 

・ＭＰＥＧ・ＴＶキャプチャー 

 パソコン周辺機器。パソコンでＴＶ番組の視聴・録画ができます。また、ビデオデッキなどのアナログ機器からパ

ソコンに映像を取り込むことができます。取り込んだ映像にテロップを挿入したり、映像のカット編集ができます。

更にその映像をテレビなど外部に出力することができます。 

・ＤＶＤ／ＶＣＤオーサリングソフト 

 ＤＶＤ-Video、ビデオＣＤを作成するパソコン用ソフトウエア。本ソフトウエアによりパソコンに取り込んだ映

像・音声を家電のＤＶＤプレーヤーで視聴することが可能になります。 

・画像編集ソフト「ImageMixer」 

 主にデジタルカメラ、デジタルビデオカメラで撮った静止画、動画、音声のデジタル素材をパソコンで活用するた

めのソフトウエア。入力、編集、加工、再生、出力など様々な機能があります。 

製品群 主要製品等 

ハードウエア製品 
ＭＰＥＧ・ＴＶキャプチャー、ＤＶ－ＭＰＥＧ変換ユニット、記憶型ＤＶＤドラ

イブ、ネットワーク・サーバー 

ソフトウエア製品 ＤＶＤオーサリングソフト、動画編集ソフト 

ソフトウエアロイヤリティ 
画像編集ソフト「ImageMixer」、ＤＶＤオーサリングソフト「IMxDVD/VCD」、プ

リンタドライバ 

受託開発 
デバイスドライバ開発、アプリケーションソフト開発、ファームウエア開発、ハ

ードウエア開発 



 また、事業の系統図を示すと、以下のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

２．債務超過会社で債務超過の額は、平成17年9月末時点で、572百万円となっております。 

３．債務超過会社で債務超過の額は、平成17年9月末時点で、148百万円となっております。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注） 従業員数は、就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員数が前期末に比べ38名増加しましたのは、業容拡大に伴う人員の拡充によるものであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

貝賽菜（上海）

多媒体信息技術

有限公司 

中華人民共和国 

上海市 

2,069 

   千人民元 

ソフトウエア開発・販売、

受託開発事業 
100.0  役員兼任４名 

（持分法適用関

連会社） 

㈱RfStream 

 (注)２ 

大阪市浪速区 110,000 
半導体、電子機器用部品等

の製造販売事業 
28.5 

役員兼任４名 

 資金援助あり 

（持分法適用関

連会社） 

RfStream  

America,Inc. 

米国カリフォル

ニア州マウンテ

ンビュー市 

180 

   千米ドル

半導体、電子機器用部品等

の受託開発事業 

28.5 

（28.5）
 － 

（持分法適用関

連会社） 

株式会社ピアレ

ックス・テクノ

ロジーズ 

 (注)３ 

大阪府泉大津市 47,500 
光触媒機能を有するフッ素

樹脂塗料関連事業 
39.2 

役員兼任５名 

 資金援助あり 

  平成17年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

ハードウエア製品部門 35   

ソフトウエア製品部門（ロイヤリティを含む） 111   

受託開発部門 9   

管理部門 64   

合計 219   

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

189 33歳３ヶ月 ３年５ヶ月 5,522,107 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当連結会計年度における経済環境は、海外におきましては、米国では原油高による影響が懸念されたものの景気

は堅調に推移し、欧州経済も緩やかな回復が続き、アジアにおきましても中国を中心に高い経済成長を示しまし

た。一方、国内におきましては、原油価格をはじめとする素材価格の上昇などのマイナス要因はあったものの、企

業収益は好調が続き、景気は総じて回復基調で推移しました。 

 エレクトロニクス業界におきましては、IT・デジタル関連需要の調整が続くなか、製品価格の下落が著しく、民

生機器部門におきましては苦戦が続きました。 

 このような状況の下、当社グループは、既存事業の拡大を図るべく積極的な営業活動を展開するとともに、人材

確保及び技術開発に対して積極的な投資をしてまいりました。その成果として、デジタルテレビ／ラジオ関連にお

いては、地上デジタルテレビキャプチャーボードにおいて、新たな供給先１社を含む３社へのOEM供給を開始する

に至りました。また、関連事業の拡大を図るべく、株式会社RfStream（持分法適用関連会社）では小型・低消費電

力のアナログ放送受信用シリコンチューナの開発、出荷開始に続きデジタル放送受信用シリコンチューナの開発に

着手し、当社における新たな事業展開としてコンテンツビジネスの展開を模索してまいりました。しかしながら、

これらに係る投資負担は引き続き高い水準となっております。 

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は、80億６百万円となりました。損益面につきましては、経常損失は１億

10百万円、当期純損失は１億55百万円となりました。 

 なお、当社は当連結会計年度から連結財務諸表を作成しているため、前年同期の比較は記載しておりません。 

 主な製品群別の概況は、以下のとおりであります。 

（製品売上） 

 パソコンでテレビの視聴・録画ができるテレビキャプチャーのOEM製品について、地上デジタル放送対応製品が

新たに加わったことによる純増額５億20百万円があったこと等により、売上高は68億円となりました。 

（ソフトウエアロイヤリティ） 

 パソコン用テレビ視聴アプリケーション等のプラス要因はあったものの、デジタルカメラ及びデジタルビデオカ

メラ向けのソフトウエア製品について、供給先の出荷数量並びに単価が当初見込みを下回り、結果として、売上高

は９億89百万円となりました。 

（受託開発） 

 画像編集ソフトウエア関連の開発案件や次世代テレビ技術の要素技術開発などを中心に売上高は２億16百万円と

なりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当期末に34億40百万円となりまし

た。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

 なお、当社は当連結会計年度から連結財務諸表を作成しているため、前年同期の比較を記載しておりません。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果減少した資金は５億27百万円となりました。 

 これは主として、仕入債務の増加５億51百万円及び営業保証金の減少１億３百万円があったものの、売上債権の

増加５億65百万円、法人税等の支払いが４億53百万円となったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果増加した資金は４億68百万円となりました。 

 これは主として、関連会社の株式の取得及び転換社債の引受が１億55百万円あったものの、関連会社への貸付の

回収が３億円、同社の社債の償還による収入が５億円あったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果減少した資金は２億91百万円となりました。 

 これは主として、配当金の支払による支出が１億66百万円、自己株式の取得による支出が１億27百万円あったこ

とによるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当連結会計年度は、［生産、受注及び販売の状況］を連結ベースで作成する初年度であるため、前年同期との比較

は行っておりません。 

 なお、当社グループは、コンピュータ周辺機器のハードウエア及びソフトウエアの開発・設計・製造・販売に関す

る単一の事業セグメントであるため、セグメント別には記載しておりません。 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の製品分類ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度の受注状況を事業の製品分類ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．製品売上のうち自社ブランド製品については、受注予測に基づく見込生産によっているため、上記受注実績

に含めておりません。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

製品分類 金額（千円） 

製品売上 5,981,675 

ソフトウエアロイヤリティ 116,945 

受託開発 85,825 

合計 6,184,446 

製品分類 受注高（千円） 受注残高（千円） 

製品売上 7,137,811 966,019   

受託開発 265,896 54,740   

合計 7,403,707 1,020,759   



(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の製品分類ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。なお、

総販売実績に対する割合が10％未満の販売実績については、記載を省略しております。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 技術進歩の激しい業界にあっては、技術力の向上とその時々の顧客ニーズに合った製品開発が最も重要でありま

す。そのため、技術の動向、業界の動向、市場の動向を常に把握し、的確なマーケティング活動と技術開発投資が必

要であると考えております。 

当社の具体的課題は以下のとおりであります。 

(1）要素技術の向上と製品の強化 

 画像音声処理、ソフトウエア開発、ネットワーク開発、ハードウエア設計等の個々の要素技術を向上させること

が、製品の品質・性能の向上に繋がるとの考えから、これらの技術の向上を最重点課題としております。 

(2）技術者の育成 

 世界の技術革新が進むにつれ、ソフトウエアの開発環境とハードウエアの開発環境が急激に接近しつつあり、双

方の技術を理解でき開発できる人材が今まさに求められております。しかしながら、国内においては双方の技術を

有する人材が非常に少なく中途採用による優秀な人材獲得はあまり期待できません。そこで当社では、ソフトウエ

ア技術者とハードウエア技術者との間に垣根を設けず、技術者一人一人ができるだけ双方の技術を身に付けるべく

人材育成に注力しております。 

(3）短期間での開発・生産・販売体制の推進 

 当社の開発分野である画像処理・画像編集関連の製品企画は、パソコンOSの機能やデジタルカメラ・デジタルビ

デオカメラ等の商品企画に大いに影響を受けます。それらの機能・性能はめまぐるしく更新されますので、非常に

短期間での製品開発・販売が求められます。そのことから当社は、製品のタイムリーな発売、他社製品を上回る付

加価値の確保と販売予測の精度向上を目指し最大限努力してまいります。 

(4）製品の多角化 

 当社の強みとする画像音声処理技術とLinuxOSを主としたネットワーク技術を活用した新しい製品を企画開発す

るなど、当社は、製品の多角化を図ってまいります。そのために当社では、ハードウエア技術の更なる向上とマー

ケティング活動に重点をおいた企画開発体制を推進してまいります。 

(5）優秀な技術者の確保 

 当社の競争力の源泉である製品の機能・性能・品質は、技術開発力に大きく依存しております。今後継続的な成

長を維持するために、優秀な技術者の確保は、当社にとって最も重要な課題のひとつであります。 

 ストックオプション制度をはじめとするインセンティブプランの導入による魅力ある職場作りに加え、技術者に

とって「やりがいのある」仕事を常に与え続けられる環境を実現することによって、優秀な人材の採用と定着率の

向上に努めてまいりたいと考えております。 

製品分類 金額（千円） 

製品売上 6,800,849 

ソフトウエアロイヤリティ 989,066 

受託開発 216,286 

合計 8,006,201 

相手先 

当連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 

富士通株式会社 5,022,501 62.7 

株式会社日立製作所 819,282 10.2 



(6）国内・海外販売体制の充実 

 営業力の強化とコーポレートブランド確立のため、国内・海外の営業体制を充実していきたいと考えておりま

す。 

４【事業等のリスク】 

１．当社の事業内容について 

 当社は、画像音声の圧縮伸長関連技術、WindowsOS(Operating System : パソコン用基本ソフトウエア)、

MacintoshOS双方のマルチプラットフォームに対応したソフトウエア開発技術、LinuxOSを主としたネットワーク技

術、システムＬＳＩを含むハードウエア設計技術の４つをコアの技術とするファブレス・メーカーであります。 

 具体的には、パーソナルコンピュータ（パソコン）の周辺機器の開発、製造および販売を行っている「ハードウ

エア製品」と、パソコンおよびその周辺機器用のアプリケーションソフトウエア、制御ソフトウエアの開発、販売

を行っている「ソフトウエア製品」、「ソフトウエアロイヤリティ」、「受託開発」の４つに製品群を分類してお

ります。 

 これらの製品群別の事業内容は次のとおりであります。 

① ハードウエア製品 

 当社が企画・開発したパソコン周辺機器を社外に製造委託し、当社ブランドおよび顧客企業の相手先ブランド

（ＯＥＭ）の２種類の形態により販売を行っております。 

② ソフトウエア製品 

 当社が企画・開発したアプリケーションソフトウエア・制御ソフトウエア等を社外に製造委託し、当社ブラン

ドおよびＯＥＭの２種類の形態により販売を行っております。 

③ ソフトウエアロイヤリティ 

 当社が企画・開発したアプリケーションソフトウエア・制御ソフトウエア等を「マスタープログラム」の形で

顧客企業に提供、顧客企業側で製品の製造、出荷を行い、その出荷本数に基づき契約により定められたロイヤリ

ティを受け取るものであります。 

④ 受託開発 

 顧客企業よりアプリケーションソフトウエア・制御ソフトウエアおよびハードウエアの開発を受託するもので

あります。 

 「ハードウエア製品」、「ソフトウエア製品」におけるＯＥＭ販売および「ソフトウエアロイヤリティ」にお

いては、顧客企業は製品を主にパソコン、デジタルビデオカメラ、デジタルカメラ、スキャナ、プリンタなどの

デジタル機器に、標準またはオプションキット、あるいは組み込みハードウエア、ソフトウエアとして同梱、販

売します。このため、これら製品の売上高は対象となるデジタル機器の販売動向に影響を受けます。 

 また、「ハードウエア製品」、「ソフトウエア製品」における自社ブランドでの販売については、自社製品を

主に全国の小売店（家電量販店、パソコン専門店等）の店頭を通じて最終ユーザーに販売しております。このた

め、これら製品の売上高は最終ユーザーの消費動向等に影響を受けることとなります。 

 さらに「受託開発」においては、発注元の納期変更、仕様変更、当社の開発遅延等により当初予定していた納

品時期に製品の完成が間に合わない場合、売上の計上が遅れ、当社業績が影響を受ける可能性があります。 

２．製造について 

 当社は、自社の製造設備を保有しない、いわゆるファブレスメーカーであり、ハードウエア製品およびソフトウ

エア製品の製造は、国内および海外の企業に委託しております。 

 製造委託先との間では、長期納入契約は締結しておりませんが、当社製品は製造委託先の特殊な製造技術に基づ

くものではなく、一般的な製造技術で製造が可能であり、また製造に必要な技術およびデータは全て当社で管理し

ているため、万が一、特定の製造委託先への生産委託が不可能となった場合においても、国内外の他の委託会社へ

の生産移管は可能であります。しかしながら、生産移管完了までに長期間を要した場合、さらには短期間の大量受

注に対し、十分な製造委託先の確保ができなかった場合等には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 また、当社製品の主要原材料である電子部品の中には、汎用品でありますが製造量が少ない電子部品を使用する

場合や電子部品メーカーの生産能力供給が不安定なものがあります。さらに採用する電子部品によっては、納期に

数ヶ月を要するものがあり、当社の生産計画に影響を与える可能性があります。当社は、かかる状況を回避すべ

く、部品の共通化および取引単位の引き上げ等、取引先としての優先順位向上の対策を講じておりますが、仮に電

子部品調達に遅延が発生した場合、生産計画に遅延が発生し、業績に影響を与える可能性があります。 



３．業界環境に係るリスクについて 

(1）米国マイクロソフト社、米国アップル社の動向が当社に与える影響について 

 当社は、様々なOSへの対応を図っております。しかしながら、パソコンOSにおいて市場を形成している米国マ

イクロソフト社および米国アップル社が、今後のOSのバージョンに当社のソフトウエア製品群と同様の機能搭載

を行った場合には、事実上パソコン市場での優位性を失う可能性があります。当社は国際標準化された仕様にも

とづくソフトウエアの製品化を中心に行っていることから、両社は潜在的競合として常に存在するものと考えて

おり、両社の開発動向によっては当社の業績に影響を与える可能性があります。 

(2）技術革新および競合について 

 当業界においては、急速な技術革新および競争相手による競合製品の投入等により、製品のライフサイクルは

短いものとなっております。当社においては積極的な開発の先行投資により新技術の習得に努めておりますが、

新技術および新製品開発への対応が遅れた場合には、当社の技術および製品が陳腐化することにより、競合他社

に対する競争力の低下を招く可能性があります。特に当社の主力製品に今後なりうると予想している自社製品に

ついては、競合製品の投入等への対応によっては当社の業績に影響を与える可能性があります。 

(3）顧客企業の動向について 

 「ハードウエア製品」、「ソフトウエア製品」におけるＯＥＭ販売および「ソフトウエアロイヤリティ」の顧

客企業であるデジタル機器メーカーにおいては近年競争が激化しており、これら顧客企業のコストダウン要求に

よる当社製品販売単価、ロイヤリティ単価の下落により、当社業績が影響を受ける可能性があります。また、こ

れら顧客企業が当社製品と同様の機能を持つハードウエア、ソフトウエアを自社開発し、内製化に踏み切った場

合、当社製品に対する需要減少により業績に影響を与える可能性があります。 

４．開発について 

(1）開発費用について 

 「ハードウエア製品」、「ソフトウエア製品」、「ソフトウエアロイヤリティ」においては、急速な技術革新

への対応およびユーザーのニーズに適応した新製品の開発が不可欠であり、そのために多大な開発費用を要しま

す。しかしながら、開発の対象が必ずしも製品化される保証はなく、製品化されたとしても当初の計画どおりの

売上が計上されるとは限りません。このため、開発費用を十分回収できなかった場合には、当社の業績に影響を

与える可能性があります。 

 また、「受託開発」においても、発注元の仕様変更、当社の開発遅延等により当初予定していた開発費用を実

際の費用が大きく上回った場合、さらに、やむを得ない理由等により開発を中止した場合には、開発費用負担増

により当社の業績に影響を与える可能性があります。 

(2）当社製品の納期遅延および不具合の発生による影響について 

 当社は、製品の納期厳守および品質向上に最善の努力をしておりますが、近年、情報関連業界における技術開

発競争は熾烈を極め、収益機会を逸しないため開発期間が数ヶ月という極端に短いプロジェクトもあります。こ

のような場合等において、当初予定の納期が遅れたり、当社製品に不具合等が発生したりした場合は、当社の業

績に影響を与える可能性があります。 

(3）技術者の確保について 

 当社では、製品開発に際して有能な技術者の確保が業績拡大のための重要な要素と考えております。しかしな

がら、画像音声の圧縮伸長分野、WindowsOS、MacintoshOS双方に対応したソフトウエア分野、ネットワーク分

野、システムＬＳＩを含むハードウエア設計分野に幅広く精通している技術者は比較的少なく、他社との競合も

加わり、技術者の十分な確保は容易でない現状にあります。このため、当社では中途採用を積極的に進めると同

時に、新卒採用者の社内育成に最大限注力しております。しかし、適格な人材を十分に確保できなかった場合、

また現在在籍している人材が退職した場合には当社の業績に影響を与える可能性があります。 



５．特定の取引先への依存について 

 当社の取引先はエレクトロニクスメーカーが中心であり、特定企業への取引が集中する傾向があります。エレク

トロニクスメーカー分野全体が世界景気や国内景気の影響を受け易い傾向があるため、当社において継続的な売上

や仕入が確保できない、あるいはそれらが急激に変動する可能性があります。 

 また、最近３事業年度の主な相手先別の実績は、下表のようになっております。当社の業績はこれらの相手先の

販売動向、生産動向、生産体制、またはこれらに関する方針の変化の影響等を受ける可能性があります。 

主な販売先 

主な仕入先 

６．知的所有権について 

 自社開発、受託開発を問わず、当社が開発・販売する製品およびプログラムに関し、他社の所有する著作権等の

知的所有権を侵害した場合、当該侵害に対する損害賠償責任が発生する可能性があります。 

 当社では、社内のチェック体制の強化により他社の知的所有権を侵害しないように努めており、過去において侵

害に係る係争事件等は発生しておりませんが、今後当該事実が発生した場合、当社の業績に影響を与える可能性が

あります。 

 一方、当社においては、当社の自社技術に係る特許権・著作権等の取得を積極的に推進しておりますが、これら

の知的所有権に関し、今後他社から当該権利を侵害される事態が発生した場合、係争事件への発展も含め当社の業

績に影響を与える可能性があります。 

７．海外展開について 

 当社は、今後、技術開発力の強化や販売市場の開拓のために海外拠点の設立を順次行う予定でありますが、海外

の経済情勢や政治情勢等において不測の事態が生じた場合には、これら計画の変更、もしくは当社の業績に影響を

与える可能性があります。また、取引を外貨建てで行う場合には、為替相場の動向により、外貨建て資産及び負債

の日本円換算額や取引価格が変動し、当社業績が影響を受ける可能性があります。 

 また、現地法人において、その運営に携わる優秀な人材の確保が困難あるいはそれらが流出した場合には事業の

運営が滞り、当社の投下資本や運転資金の回収が困難になる等により当社の業績に影響を与える可能性がありま

す。 

８．ストックオプションについて 

 当社はストックオプション制度を採用しており、当社取締役及び従業員等に対して新株予約権を付与しておりま

す。当該制度は、商法第280条ノ20及び商法280条ノ21の規定に基づき、下記株主総会において決議されたものであ

ります。当該制度の内容は以下のとおりであります。 

 これらの新株予約権は、平成17年９月30日現在で合計370,200株となり、発行済株式総数の3.3％を占めておりま

す。これらの新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値が希薄化する可能性がありま

す。また、今後も優秀な人材確保のために、同様のインセンティブを継続して実施していくことを検討しておりま

相手先 

第22期 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

第23期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第24期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合(％) 金額（千円） 割合(％) 金額（千円） 割合(％) 

富士通㈱ 729,781 16.3 4,115,358 54.8 5,022,501 62.7 

㈱日立製作所 751,703 16.8 1,091,951 14.5 819,282 10.2 

ソニー㈱ 582,653 13.0 934,979 12.5 ― ― 

キヤノン販売㈱ 903,167 20.2 ― ― ― ― 

相手先 

第22期 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

第23期 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

第24期 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（千円） 割合(％) 金額（千円） 割合(％) 金額（千円） 割合(％) 

㈱日立メディアエレクトロ

ニクス 
1,334,796 55.8 3,455,067 69.5 3,718,079 65.1 

富士通マイクロデバイス㈱ 291,550 12.2 1,154,323 23.2 936,664 16.4 

松下電器産業㈱ 347,607 14.5 ― ― ― ― 



す。従いまして、今後付与される新株予約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化す

る可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 



６【研究開発活動】 

 当社グループは、画像音声の圧縮伸長技術、Windows、Macintoshの両ＯＳに対応したソフトウエア開発技術、

LinuxＯＳを主としたネットワーク技術、システムＬＳＩを含むハードウエア設計技術という４つの要素技術を互い

に融合させることにより、マルチメディアを身近にする新しい技術や製品を提供し、ブロードバンド・デジタル放送

社会の到来に貢献することをテーマとして研究活動を行っております。 

 こうしたなか、当連結会計年度における主な研究開発分の概要は以下のとおりであります。 

〈ソフトウエア関連〉 

各種コーデックエンジン 

・ＭＰＥＧ１/２Video/Audio Encoder/Decoderエンジンの作成と高速化 

・ＡＣ３ Encoder/Decoderエンジンの作成 

・Ｈ264 Encoder/Decoderエンジンの作成 

ＭＰＥＧ関連ライブラリ 

・各種Direct Showフィルタの作成 

・ＭＰＥＧファイル編集ライブラリの作成 

・各種ビデオフォーマットの規格対応ＭＰＥＧデータ作成ライブラリの作成 

ＣＤ/ＤＶＤメディア読み書きエンジン 

・各種ビデオフォーマット対応ＤＶＤファイルシステム読み書きライブラリの作成 

・ダイレクト録画対応ライブラリの作成 

各種デバイスドライバ 

色変換・色補正アルゴリズム 

〈ネットワーク関連〉 

LinuxＯＳホームネットワークシステムの開発 

〈ハードウエア関連他〉 

デジタルラジオ（モバイルテレビ）関連 

・受信用ハードウエアの開発（ＰＣＩボード並びに携帯端末） 

・ＢＭＬ（Broadcast Markup Language）を解釈するソフトウエアの開発 

・携帯端末でマルチメディアデータを表示・再生するソフトウエアの開発 

Windows Media Center Edition対応製品の開発 

 地上波デジタル放送対応製品の開発 

 ＤＶ－ＵＳＢ変換製品の開発 

 シリコンチューナーの開発 

なお、平成17年９月期末現在の従業員219名のうち、研究開発スタッフは155名であり、当連結会計年度における研

究開発費の総額は５億17百万円となっております。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、77億60百万円となりました。これは主に、「受取手形及び売掛

金」36億15百万円や「現金及び預金」34億40百万円によるものであります。 

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、９億44百万円となりました。これは主に、「投資有価証券」４億

39百万円や「繰延税金資産」１億２百万円によるものであります。 

（流動負債） 

  当連結会計年度末における流動負債の残高は、24億67百万円となりました。これは主に、「買掛金」20億50百万

円によるものであります。 

 （固定負債） 

  当連結会計年度末における固定負債の残高は、３億48百万円となりました。これは主に、「役員退職慰労引当

金」１億81百万円によるものであります。 

 （資本） 

  当連結会計年度末における資本合計は、58億88百万円となりました。これは主に、「資本剰余金」32億11百万円

や「資本金」25億56百万円によるものであります。 

  



(2）キャッシュ・フローの分析 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物は、当期末に34億40百万円となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の増加５億51百万円及び営業保証金の減少１億３百万円があっ

たものの、売上債権の増加５億65百万円、法人税等の支払いが４億53百万円となったこと等により、５億27百万円

減少いたしました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、関連会社の株式の取得及び転換社債の引受が１億55百万円あったもの

の、関連会社への貸付の回収が３億円、同社の社債の償還による収入が５億円あったこと等により、４億68百万円

増加いたしました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払による支出が１億66百万円、自己株式の取得による支出が

１億27百万円あったことにより、２億91百万円減少いたしました。  

(3）経営成績の分析 

  当連結会計年度における経済環境は、海外におきましては、米国では原油高による影響が懸念されたものの景気

は堅調に推移し、欧州経済も緩やかな回復が続き、アジアにおきましても中国を中心に高い経済成長を示しまし

た。一方、国内におきましては、原油価格をはじめとする素材価格の上昇などのマイナス要因はあったものの、企

業収益は好調が続き、景気は総じて回復基調で推移しました。 

 エレクトロニクス業界におきましては、IT・デジタル関連需要の調整が続くなか、製品価格の下落が著しく、民

生機器部門におきましては苦戦が続きました。 

 このような状況の下、当社グループは、既存事業の拡大を図るべく積極的な営業活動を展開するとともに、人材

確保及び技術開発に対して積極的な投資をしてまいりました。その成果として、デジタルテレビ／ラジオ関連にお

いては、地上デジタルテレビキャプチャーボードにおいて、新たな供給先１社を含む３社へのOEM供給を開始する

に至りました。また、関連事業の拡大を図るべく、株式会社RfStream（持分法適用関連会社）では小型・低消費電

力のアナログ放送受信用シリコンチューナの開発、出荷開始に続きデジタル放送受信用シリコンチューナの開発に

着手し、当社における新たな事業展開としてコンテンツビジネスの展開を模索してまいりました。しかしながら、

これらに係る投資負担は引き続き高い水準となっております。 

 以上の結果、当連結会計年度における売上高は、80億６百万円となりました。主な製品群別の概況は、以下のと

おりであります。 

 製品売上については、パソコンでテレビの視聴・録画ができるテレビキャプチャーのOEM製品について、地上デ

ジタル放送対応製品が新たに加わったことによる純増額５億20百万円があったこと等により、売上高は68億円とな

りました。 

 ソフトウエアロイヤリティについては、パソコン用テレビ視聴アプリケーション等のプラス要因はあったもの

の、デジタルカメラ及びデジタルビデオカメラ向けのソフトウエア製品について、供給先の出荷数量並びに単価が

当初見込みを下回り、結果として、売上高は９億89百万円となりました。 

 受託開発については、画像編集ソフトウエア関連の開発案件や次世代テレビ技術の要素技術開発などを中心に売

上高は２億16百万円となりました。 

 当連結会計年度における売上総利益率は23.8％となりました。製品群別の売上総利益率は、製品売上部門で

13.4％、ソフトウエアロイヤリティ部門で88.2％、受託開発部門で60.3％となっております。 

 当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、18億43百万円となりました。これは主に、地上波デジタル放

送対応機器の開発やデジタルラジオ放送対応の視聴機器開発を積極的に行ったことによる研究開発費５億17百万円

や人員増による給料手当３億54百万円によるものであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 デジタルテレビ／ラジオ関連の技術開発に伴い、工具器具及び備品、ソフトウエアを中心に97百万円の投資を行い

ました。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 当社は、大阪本社のほか、東京支社を設けております。 

 主要な設備は、以下のとおりであります。 

（注）１．建物は賃借中であり、年間賃借料は157,559千円であります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．「その他」は自社利用ソフトウエアであります。 

４．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

(2）在外子会社 

（注）帳簿価額のうち「その他」は、主に工具器具備品であります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数
(人) 

建物 車両運搬具
工具器具
及び備品 

その他 合計 

本社 

（大阪市浪速区） 

営業・管理統括・開

発用施設 
19,257 3,631 75,440 40,887 139,218 150 

東京支社 

（東京都品川区） 
営業・開発用施設 20,204 － 17,511 357 38,072 39 

名称 台数(台) リース期間(年) 年間リース料（千円） リース契約残高(千円) 

事務用機器、開発用機器 

（所有権移転外ファイナンス・

リース） 

34 １～７ 13,945 54,948 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び

構築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

貝賽菜（上海）

多媒体信息技術

有限公司 

  

(中華人民共

和国上海市) 

   －  開発用施設 － － 
－ 

－ 
4,026 4,026 30 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権（平成14年９月19日臨時株主総会特別決議） 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 （注）１．新株予約権１個当たりの株式数は、100株であります。 

２．新株発行による調整後の価額であります。 

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項については、「(7)ストックオプション制度の

内容」をご参照下さい。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 39,000,000 

計 39,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月19日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 11,017,500 11,017,500 
東京証券取引所 

（市場第一部） 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 11,017,500 11,017,500 － － 

 （注） 「提出日現在」欄の発行数には、平成17年12月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含まれておりません。 

  
事業年度末現在 

（平成17年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 2,052 (注)１ 2,052 (注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 205,200 205,200 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 712 (注)２ 712 (注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成16年９月20日から 

平成24年９月19日まで 

平成16年９月20日から 

平成24年９月19日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  712 (注)２ 

資本組入額 356 (注)２ 

発行価格  712 (注)２ 

資本組入額 356 (注)２ 

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ (注)３ 



② 新株予約権（平成15年12月25日定時株主総会特別決議） 

 （注）１．新株予約権１個当たりの株式数は、100株であります。 

２．新株発行による調整後の価額であります。 

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項については、「(7)ストックオプション制度の

内容」をご参照下さい。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償・第三者割当 11千株 

発行価格  3,400円 

資本組入額 1,700円 

割当先は、ピクセラ従業員持株会であります。 

第１回新株引受権付社債の新株引受権の権利行使 120千株 

発行価格   500円 

資本組入額  500円 

第２回新株引受権付社債の新株引受権の権利行使 41千株 

発行価格  4,000円 

資本組入額 2,000円 

２．普通株式１株を25株に分割 

  
事業年度末現在 

（平成17年９月30日） 
提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,650 (注)１ 1,650 (注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 165,000 165,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,435 (注)２ 1,435 (注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成17年12月26日から 

平成21年12月25日まで 

平成17年12月26日から 

平成21年12月25日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 1,435 (注)２ 

資本組入額 718 (注)２ 

発行価格 1,435 (注)２ 

資本組入額 718 (注)２ 

新株予約権の行使の条件 (注)３ (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ (注)３ 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年９月27日 

（注）１ 
172,000 319,500 160,700 442,700 102,940 349,940 

平成14年９月19日 

（注）２ 
7,668,000 7,987,500 － 442,700 － 349,940 

平成14年12月10日

（注）３ 
2,000,000 9,987,500 1,190,000 1,632,700 1,938,000 2,287,940 

平成16年８月30日 

（注）４ 
25,000 10,012,500 2,000 1,634,700 2,040 2,289,980 

平成16年９月17日 

（注）５ 
1,000,000 11,012,500 920,000 2,554,700 920,000 3,209,980 

平成16年９月30日 

（注）６ 
2,200 11,014,700 783 2,555,483 783 3,210,763 

平成16年10月１日～

平成17年９月30日  

（注）６  

2,800 11,017,500 996 2,556,480 996 3,211,760 



３．有償一般募集 

ブックビルディング方式による募集 

発行価額  1,190円 

発行価格  1,700円 

引受価額  1,564円 

資本組入額  595円 

４．新株引受権の行使による増加であります。 

５．有償一般募集 

発行価額  1,840円 

発行価格  1,940円 

資本組入額  920円 

 ６．新株予約権の行使による増加であります。 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式120,900株は、「個人その他」に1,209単元を含めて記載しております。 

 ２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、22単元含まれております。 

  平成17年９月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 36 34 81 28 6 7,944 8,129 － 

所有株式数

（単元） 
－ 15,005 2,782 18,618 2,586 53 71,128 110,172 300 

所有株式数の

割合 （％） 
－ 13.62 2.53 16.90 2.35 0.05 64.55 100 － 



(5）【大株主の状況】 

（注）日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社(退職給付信託

口・株式会社紀陽銀行口)の所有株式は、信託業務に係る株式である。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,200株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数22個が含まれておりません。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

藤岡 浩 大阪府富田林市藤沢台６丁目24番22号 1,581,000 14.35 

株式会社エス・エス・ディ 大阪府富田林市藤沢台６丁目24番22号 1,475,000 13.39 

藤岡 毅 大阪府富田林市藤沢台６丁目24番22号 800,000 7.26 

三井アセット信託銀行株式会

社 
東京都港区芝３丁目23番１号 481,400 4.37 

 藤岡 有紀子 大阪府富田林市藤沢台６丁目24番22号 223,700 2.03 

紀陽リース・キャピタル株式

会社 
和歌山県和歌山市中之島2240番地  187,500 1.70 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（退職給付信託

口・株式会社紀陽銀行口） 

東京都港区浜松町２丁目11番3号 175,000 1.59 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番3号 155,400 1.41 

ピクセラ従業員持株会 
大阪市浪速区難波中２丁目10番70号パーク

スタワー２５F 
150,800 1.37 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目2番10号 140,400 1.27 

計 － 5,370,200 48.74 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式   120,900     － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,896,300 108,941 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

単元未満株式 普通株式     300 － － 

発行済株式総数 11,017,500 － － 

総株主の議決権 － 108,941 － 



②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定

に基づき、新株予約権を付与する方式により、当社取締役、監査役および従業員に対して付与することを下記臨

時株主総会及び定時株主総会において決議されたものであります。当該制度の内容は次のとおりであります。 

 （注）１．各新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１

株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。行使価額は714円

とする。 

新株予約権発行日後、当社が時価（ただし、当社の株式の公開前においては、時価をその時点における調整

前行使価額に読み替えて、本規定を適用する。）を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または

自己株式を処分する場合（新株予約権の行使、「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）

の施行前の商法に基づく新株引受権証券の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

また、新株予約権発行日後、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により行使価

額を調整するものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、新株予約権発行日後、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必

要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な

範囲で行使価額を調整するものとする。 

２．上記のほか、細目については臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象従業員との間で締結

した「新株予約権付与契約」に定めております。 

３．平成17年11月30日現在、退職により17名、30,800株分失効しております。 

４．平成17年11月30日現在、６名、3,600株分を権利行使しております。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ピクセラ 
大阪市浪速区難波中

２丁目10番70号 
120,900 － 120,900 1.10 

計 － 120,900 － 120,900 1.10 

決議年月日 平成14年９月19日 

付与対象者の区分及び人数 ①取締役４名 ②従業員75名（注）３ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 239,600（注）３ 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）１ 

新株予約権の行使期間 平成16年９月20日から平成24年９月19日まで 

新株予約権の行使の条件 
被付与者が取締役または使用人の地位を失った場合は

原則として権利行使不能（注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止（注）２ 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×
１ 

分割・併合の比率 



 （注）１．各新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１

株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

行使価額は、発行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、そ

の金額が発行日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値を下回る場合は、当該終値を行使

価額とする。 

 なお、発行日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分

する場合（新株予約権の行使、「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）の施行前の商法

第280条ノ19の規定に基づく新株引受権証券の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 なお、発行日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分

する場合（新株予約権の行使、「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）の施行前の商法

第280条ノ19の規定に基づく新株引受権証券の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

また、発行日以降、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割また

は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするや

むを得ない事由が生じたときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価

額を調整するものとする。 

２．上記のほか、細目については臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象従業員との間で締結

した「新株予約権割当契約」に定めております。 

また、発行日以降、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割また

は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３．平成17年11月30日現在、退職により11名、35,000株分が失効、２名、4,000株分を当社へ返還しておりま

す。 

決議年月日 平成15年12月25日 

付与対象者の区分及び人数 ①取締役５名 ②監査役３名 ③従業員33名（注）３ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 200,000 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）１ 

新株予約権の行使期間 平成17年12月26日から平成21年12月25日まで 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使不可 

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止（注）２ 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



 （注）１．各新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１

株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

行使価額は、発行日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）の東京証券取引所における当

社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、そ

の金額が発行日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値を下回る場合は、当該終値を行使

価額とする。 

なお、発行日以降、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分す

る場合（新株予約権の行使、「商法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）の施行前の商法第

280条ノ19の規定に基づく新株引受権証券の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

また、発行日以降、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割また

は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

さらに、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするや

むを得ない事由が生じたときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価

額を調整するものとする。 

２．上記のほか、細目については定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象従業員との間で締結

した「新株予約権割当契約」に定めております。 

また、発行日以降、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割また

は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成17年12月16日 

付与対象者の区分及び人数 取締役、監査役および従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 215,000 

新株予約権の行使時の払込金額 （注）１ 

新株予約権の行使期間 平成19年12月17日から平成23年12月16日まで 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使不可 

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び担保権の設定の禁止（注）２ 

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額 ＝調整前行使価額×
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】 普通株式 

 イ【定時総会決議による買受けの状況】 

  該当事項はありません。 

 ロ【子会社からの買受けの状況】 

   該当事項はありません。 

  

 ハ【取締役会による買受けの状況】 

  ニ【取得自己株式の処理状況】 

 該当事項はありません。 

  

 ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社の事業は、技術革新のスピードが速く、かつ競争が激しい先端分野でありますので、市場に継続的に付加価値

の高い製品を投入し続けるためには、開発体制の強化や戦略的な投資を中長期的に行っていく必要があります。この

ような観点から、利益配分につきましては、内部留保の充実を勘案しつつ、収益状況に応じた利益還元を行うことを

基本方針としております。 

 当期末の配当につきましては、収益状況を勘案し、普通配当を12円といたしました。 

 内部留保金につきましては、競争力強化のための研究開発投資に活用する他、将来の事業拡大のためのＭ＆Ａやア

ライアンスも視野に入れ、企業価値の極大化を念頭においた効率的な活用を考えております。 

  平成17年12月19日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年２月10日決議） 
200,000 300,000,000 

前決議期間における取得自己株式 120,900 127,596,000 

残存決議株式数及び価額の総額 79,100 172,404,000 

未行使割合（％） 39.6 57.5 

  平成17年12月19日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 120,900 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年９月17日以降東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は東京証

券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

なお、第23期の事業年度別最高・最低株価のうち、※印は東京証券取引所市場第一部におけるものでありま

す。 

また、平成14年12月10日付をもって東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場いたしましたので、それ以前の

株価については該当事項はありません。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成13年９月 平成14年９月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 

最高（円） － － 1,850 
3,080 

※2,020 
1,915 

最低（円） － － 815 
1,200 

※1,780 
930 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,290 1,220 1,147 1,150 1,149 1,140 

最低（円） 1,060 930 1,052 1,020 1,020 1,019 



５【役員の状況】 

 （注）１．旧 株式会社ピクセラ（平成２年８月設立）は、平成９年10月１日をもって営業の全部および商号を当社に

譲渡し、株式会社エス・エス・ディに商号変更しております。 

２．監査役河崎達夫及び玉田五志は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める

社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役社

長 
  藤岡 浩 昭和28年３月４日生 

昭和57年６月 当社設立 代表取締役社長（現

任） 

平成２年８月 旧 株式会社ピクセラ（現 株式

会社エス・エス・ディ）設立 代

表取締役社長（現任） 

1,581,000 

専務取締役   池本 敬太 昭和32年６月19日生 

昭和53年４月 株式会社エーアンドエージャパン

入社 

平成２年８月 旧 株式会社ピクセラ（現 株式

会社エス・エス・ディ）入社 取

締役 

平成９年10月 当社入社 専務取締役（現任） 

平成16年４月 第二開発部長 

53,000 

常務取締役 営業本部長 栗原 良和 昭和29年３月12日生 

昭和49年４月 高千穂交易株式会社入社 

昭和55年１月 京セラ株式会社入社 

平成９年４月 旧 株式会社ピクセラ入社（現 

株式会社エス・エス・ディ） 

平成９年10月 当社入社 営業企画部長 

平成14年９月 常務取締役（現任） 

平成16年４月 営業部長 

平成17年10月 営業本部長（現任）  

30,600 

取締役 
ハードウエア 

開発本部長 
近村 隆夫 昭和21年10月17日生 

昭和46年４月 松下電器産業株式会社入社 

平成10年１月 松下電子工業株式会社 電子総合

研究所所長 

平成14年４月 当社入社 第一開発部長 

平成15年12月 当社取締役（現任） 

平成17年10月 ハードウエア開発本部長（現任）  

1,100 

 取締役 
 ソフトウエア 

開発本部長 
 寺田 節夫 昭和24年９月２日生 

昭和50年４月  松下電器産業株式会社入社 

平成16年３月  当社へ業務出向 業務推進部長 

平成17年９月  当社へ転籍 業務推進部長 

平成17年10月  当社ソフトウエア開発本部長 

平成17年12月  当社取締役ソフトウエア開発本部

長（現任） 

1,000 

取締役 経営企画室長 御前 仁志 昭和38年８月23日生 

昭和62年４月 株式会社紀陽銀行入行 

平成９年４月 当社へ業務出向 企画室長 

平成13年９月 当社へ転籍 取締役総務部長 

平成17年４月 当社取締役経営企画室長（現任） 

65,000 

常勤監査役   南垣内 啓太 昭和40年２月22日生 

昭和63年４月 株式会社紀陽銀行入社 

平成８年６月 紀陽キャピタル株式会社出向（現

 紀陽リース・キャピタル株式会

社） 

平成16年10月 当社入社 

平成16年12月 当社監査役（現任） 

1,000 

監査役   河崎 達夫 昭和11年12月14日生 

昭和39年４月 松下電器産業株式会社入社 

昭和61年６月 松下電子工業株式会社 取締役 

平成３年６月 同社 専務取締役 

平成10年２月 株式会社システムＬＳＩセンター

設立 代表取締役（現任） 

平成14年12月 当社監査役（現任） 

－ 

監査役   玉田 五志 昭和40年７月６日生 

昭和63年３月 松下リース株式会社入社 

平成７年１月 玉田司法書士事務所開設 所長

（現任） 

平成13年12月 当社監査役（現任） 

－ 

        計 1,732,700 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は、法令を遵守し公正な経営を実現することが重要であると考えており、経営、業務の全般にわたって透明性

と客観性を確保することが重要な課題であると認識しております。 

(1）会社の機関の内容ならびに内部統制システムの整備の状況 

 当社は、取締役による迅速な経営、事業規模及びこれらに対する監査機能の適正性等の総合的な判断のもと監査

役制度を採用しており、取締役会による業務執行の監督及び監査役会によるその監査を行っております。監査役会

は1名の常勤監査役と2名の非常勤の社外監査役により構成しております。取締役会は事業の拡大に対応するため平

成17年12月開催の株主総会決議をもって１名増員し、７名といたしました。また、社外役員の専従スタッフは設け

ておりませんが、関係部署で適宜対応しております。 

 なお、社外監査役およびその近親者との人的関係、資本的関係または営業上の取引関係その他の利害関係はあり

ません。商法に基づく会計監査人であり、証券取引法に基づく会計監査を委任しているあずさ監査法人及び業務執

行社員と当社の間には、特別の利害関係はありません。当該監査法人は自主的に業務執行社員が当社の会計監査に

一定期間を超えて関与することのないよう措置をとっております。当社と監査法人の間では、監査契約書を締結

し、それにもとづき報酬を支払っております。 

 また、法令の遵守につきましては、弁護士と顧問契約を締結し、法律に基づいた判断が必要となった際の確認・

指導を受けており、コンプライアンスの強化・徹底を図っております。 

 ②内部統制システムと会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組み 

 当社の内部統制システムは下図のとおりです。 

 当社は、内部統制システムとして内部監査室を設け業務監査に実施するとともに、ISO9001及び14001に則り各部

門おける経営システムの継続的改善を図っております。 

また、当社は、経営環境の変化に迅速に対応できる機動的な経営体質を確立すべく、代表取締役と部門長クラスの

者で構成される「全体会議」を毎月1回開催し、重要事項の審議と経営課題に対する施策の検討を行っておりま

す。特に、研究・開発等の社内の各プロジェクトがより効率的・有機的であるべくプロジェクト推進会議をもって

プロジェクト推進状況の検証を行っております。 

 なお、平成17年10月から開発部門と営業部門を始めとする各業務部門の機構改革を行い部門内での意思決定の迅

速化と部門運営の効率化を図っております。 

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は、重要な法務的課題及びコンプライアンスに係る事象については、法務担当が必要な検

討を実施するとともに、顧問弁護士に法的な側面からアドバイスを受ける体制をとっております。これにより、社

内に潜在する違法・不法行為等の未然防止と発生の抑制を図っております。 



 (3）会計監査の状況 

  当社は、あずさ監査法人と商法及び証券取引法の監査契約を締結しております。当社の会計監査業務を執行した

公認会計士は、井上浩一氏、松井隆雄氏であり、補助者は、公認会計士６名、会計士補４名であります。 

  

(4）役員報酬の内容 

(5）監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬     16,500千円 

上記以外の業務に基づく報酬                  4,800千円 

取締役の年間報酬総額 85,950千円

監査役の年間報酬総額 12,823千円



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

 (1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

   以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当連結会計年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、

前連結会計年度との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成16年10月１日から平成17年９月30日ま

で）の連結財務諸表並びに第23期事業年度（平成15年10月１日から平成16年９月30日まで）及び第24期事業年度（平

成16年10月１日から平成17年９月30日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
当連結会計年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金     3,440,329   

２．受取手形及び売掛金     3,615,070   

３．たな卸資産     469,494   

４．未収還付税金      120,849   

５．繰延税金資産     76,354   

６．その他     41,925   

貸倒引当金     △3,566   

流動資産合計     7,760,456 89.1 

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産         

(1）建物及び構築物   55,676     

減価償却累計額   16,214 39,462   

(2）機械装置及び運搬具   7,536     

減価償却累計額   3,904 3,631   

(3）工具器具及び備品   259,970     

減価償却累計額   163,816 96,153   

(4）建設仮勘定     12,513   

有形固定資産合計     151,761 1.8 

２．無形固定資産         

(1）ソフトウエア     42,069   

(2）電話加入権     817   

無形固定資産合計     42,886 0.5 

３．投資その他の資産         

(1）投資有価証券 ※１    439,051   

(2）長期貸付金     1,695   

(3）保険積立金     34,306   

(4）敷金     133,699   

(5）繰延税金資産     102,505   

(6）その他     38,791   

投資その他の資産合計     750,049 8.6 

固定資産合計     944,698 10.9 

資産合計     8,705,155 100.0 

    
 



    
当連結会計年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．買掛金     2,050,740   

２．未払金     292,130   

３．未払法人税等     298   

４．賞与引当金     69,194   

５．その他     55,625   

流動負債合計     2,467,989 28.4 

Ⅱ 固定負債         

１．役員退職慰労引当金     181,055   

２．持分法適用に伴う負債     167,720   

固定負債合計     348,776 4.0 

負債合計     2,816,765 32.4 

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金 ※３   2,556,480 29.4 

Ⅱ 資本剰余金     3,211,760 36.9 

Ⅲ 利益剰余金     237,957 2.7 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     1,434 0.0 

Ⅴ 為替換算調整勘定     8,354 0.1 

Ⅵ 自己株式 ※４   △127,596 △1.5 

資本合計     5,888,389 67.6 

負債及び資本合計     8,705,155 100.0 

          



②【連結損益計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  8,006,201 100.0 

Ⅱ 売上原価  6,099,921 76.2

売上総利益  1,906,280 23.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  1,843,779 23.0

営業利益  62,500 0.8

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  16,016

２. 為替差益  19,377

３．その他  4,058 39,452 0.5

Ⅴ 営業外費用  

１．支払手数料  29,262

２．持分法による投資損失  181,983

３．その他  976 212,222 2.7

経常損失  110,269 △1.4

Ⅵ 特別損失  

１．固定資産除却損 ※3  2,953 2,953 0.0

税金等調整前当期純損
失 

 113,223 △1.4

法人税、住民税及び事
業税 

 52,434

法人税等調整額  △10,322 42,111 0.5

当期純損失  155,335 △1.9

   



③【連結剰余金計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  3,210,763

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１．増資による新株の発行  996 996

Ⅲ 資本剰余金期末残高  3,211,760

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  662,450

Ⅱ 利益剰余金減少高  

１．当期純損失  155,335

２．配当金  186,899

３．持分法適用会社の増加
に伴う減少高 

 82,259 424,493

Ⅲ 利益剰余金期末残高  237,957

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
当連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失   △113,223

減価償却費   80,627

貸倒引当金の増加額   546

役員退職慰労引当金の増加額   5,955

賞与引当金の増加額   15,094

受取利息及び受取配当金   △16,815

持分法による投資損失   181,983

為替差益   △19,377

固定資産除却損   2,953

売上債権の増加額   △565,933

たな卸資産の増加額   △231,158

営業保証金の減少額   103,232

仕入債務の増加額   551,777

未収消費税等の増加額   △13,290

未払消費税等の減少額   △26,692

その他   △46,495

小計   △90,815

利息及び配当金の受取額   16,815

法人税等の支払額   △453,491

営業活動によるキャッシュ・フロー   △527,491

 



    
当連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

関係会社株式の取得による支出   △25,500

投資有価証券の取得による支出    △60,000

関係会社社債の増加による支出   △130,000

関係会社社債の償還による収入    500,000

有形固定資産の取得による支出   △94,392

無形固定資産の取得による支出   △4,337

敷金・保証金の解約による収入   9,031

敷金・保証金の増加による支出   △6,254

貸付けによる支出   △2,500

貸付金の回収による収入   3,146

関係会社貸付金の回収による収入   300,000

保険積立金の増加による支出    △13,460

保険積立金の解約による収入   5,095

その他   △12,513

投資活動によるキャッシュ・フロー   468,314

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入   1,993

自己株式の取得による支出   △127,596

配当金の支払による支出   △166,186

財務活動によるキャッシュ・フロー   △291,789

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   19,676

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △331,289

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   3,771,618

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 ※  3,440,329



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社 

連結子会社名 

貝賽莱（上海）多媒体信息技術有限

公司 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の関連会社数 ３社 

会社名 

㈱RfStream 

RfStream America,inc. 

㈱ピアレックス・テクノロジーズ 

なお、関連会社の投資消去差額は5年

間で均等償却しております。  

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異な

る会社は次のとおりであります。 

会社名 

貝賽莱（上海）多媒体信息技術有限

公司 

決算日：12月31日 

 連結財務諸表の作成にあたっては、平

成17年６月30日現在で実施した仮決算に

基づく財務諸表を使用しております。 

ただし、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を

行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用

しております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採

用しております。 

 なお、投資事業有限責任組合

への出資については、組合契約

に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を純額で取

り込む方法によっております。 

  ② たな卸資産 

製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 

 移動平均法による原価法を採

用しております。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

 当社は定率法によっております。 

 ただし、在外連結子会社は定額法

を採用しております。 

  ② 無形固定資産 

 当社は定額法を採用し、在外連結

子会社は所在地国の会計基準に基づ

く定額法を採用しております。な

お、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

  ③ 長期前払費用 

 当社は均等償却によっておりま

す。 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 当社は債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

  ② 賞与引当金 

 当社は従業員に支給する賞与に充

てるため、将来の支給見込額のうち

当連結会計年度負担額を計上してお

ります。 

  ③ 役員退職慰労引当金 

 当社は役員の退職慰労金の支給に

充てるため、内規に基づく当連結会

計年度末要支給額を計上しておりま

す。 

  (4）重要なリース取引の処理方法 

 当社はリース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  (5）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

５．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 利益処分又は損失処理の取扱いについて

は、連結会計年度に確定した利益処分又

は損失処理に基づいております。 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 



追加情報 

当連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 法人事業税における外形標準課税部分に係る会計処理 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する連結会計年度より外形標準課税制度

が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割および資本割については、販売費及び一般管

理費に計上しております。 

 この結果、営業利益が17,958千円減少し、経常損失及

び税金等調整前当期純損失が同額増加しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
（平成17年９月30日） 

※１．関係会社に対する投資有価証券（社債）は、123,700千円

であります。 

  ２．保証債務 

 次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務

保証を行っております。 

保証先 金額（千円） 内容 

㈱RfStream 1,500,000 借入債務 

㈱ピアレックス・

テクノロジーズ 
100,000 借入債務 

 計 1,600,000 － 

※３．当社の発行済株式総数     普通株式  11,017,500株 

※４．当社が保有する自己株式数   普通株式   120,900株  

当連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は６％、一般管理 

    費に属する費用のおおよその割合は94％であります。 

     主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 役員報酬 98,773千円 

 給料手当 354,790千円 

 賞与引当金繰入   36,402千円 

 役員退職慰労引当金繰入 24,556千円 

 業務委託費 161,375千円 

 賃借料 119,261千円 

 減価償却費 46,678千円 

 貸倒引当金繰入 546千円 

 研究開発費 517,022千円 

※２．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費   517,022千円 

※３．固定資産除却損の主な内容は、建物の除却によるもの

2,492千円であります。 

  

当連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 3,440,329 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 

現金及び現金同等物 3,440,329 



（リース取引関係） 

当連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移動すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

47,195 20,268 26,926

合計 47,195 20,268 26,926

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 9,152千円

１年超 18,738千円

  27,890千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 9,931千円

減価償却費相当額 9,100千円

支払利息相当額 1,085千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 



（有価証券関係） 

当連結会計年度（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 当社グループでは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

  

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
(1）株式 5,136 7,551 2,414 

合計 5,136 7,551 2,414 

（注） 期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場

合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）非上場株式 7,800 

(2）関係会社社債 123,700 

(3）投資事業有限責任組合出資金 300,000 

当連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

採用している退職給付制度の概要 

 当社は、従業員の退職金の支給に備えるため、勤労者退

職金共済機構の中小企業退職金共済制度に加入しており

ます。なお、平成17年９月30日現在の同制度の退職金試

算額は28,001千円であります。また、当連結会計年度に

おける同制度への掛金拠出額3,242千円は費用処理してお

ります。 



（税効果会計関係） 

当連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） 

賞与引当金損金算入限度超過額 28,093千円 

たな卸資産評価損否認 17,282千円 

税務上仕掛品計上額 16,256千円 

減価償却の償却超過額 47,221千円 

役員退職慰労引当金 73,508千円 

その他 12,529千円 

繰延税金資産小計 194,890千円 

繰延税金負債との相殺 △16,030千円 

繰延税金資産合計 178,860千円 

（繰延税金負債） 

仮払税金認定額 △15,050千円 

その他有価証券評価差額金 △980千円 

繰延税金資産との相殺 16,030千円 

繰延税金負債合計 －千円 

差引：繰延税金資産の純額 178,860千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳について

は、当期純損失が計上されているため記載しておりま

せん。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 当社グループはコンピュータ周辺機器のハードウエア及びソフトウエアの開発・設計・製造・販売を事業の

内容としており、当該事業以外に事業の種類が無いため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90%を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

【海外売上高】 

当連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

当連結会計年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

１．子会社等 

 （注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 社債、貸付金に対する利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

 社債は、平成22年９月30日に一括償還することとなっております 

属性 
会社等 
の名称 

住所 

資本金 
又は 
出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決等
の所有
(被所
有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内
容 

取引 
金額 
(千円) 

科目 
期末 
残高 
(千円) 

  
役員の
兼任等
  

  
事業上
の関係
  

関連

会社 

㈱ 

RfStream 

大阪市

浪速区 
110,000 

半導体・

電子機器

用部品等

の製造業 

28.5 
役員４

名 

シリコ

ンチュ

ーナー

の開発

委託 

社債の償

還 
500,000 

関係会社

社債 
－ 

資金の貸

付返済 
450,000 

関係会社

貸付金 
－ 

上記社

債、貸付

金の利息 

12,350 受取利息 － 

関連

会社 

㈱ピアレ

ックス・

テクノロ

ジーズ 

大阪府

泉大津

市 

47,500 

光触媒効

果を有す

る表面処

理剤等の

開発・製

造・販売

及びそれ

らの塗装

工事業 

39.2 
役員５

名 
  －

社債の引

受 
130,000 

関係会社

社債 
123,700 

上記社債

の利息 
1,487 受取利息 － 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

当連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額 540円38銭

１株当たり当期純損失金額 14円14銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。 

  
当連結会計年度 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（千円） 155,335 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 155,335 

期中平均株式数（千株） 10,989 

当連結会計年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金 3,771,618 3,414,751 

２ 受取手形 23,625 50,601 

３ 売掛金 3,022,261 3,564,468 

４ 製品 80,986 164,727 

５ 原材料 132,583 287,933 

６ 仕掛品 32,978 12,946 

７ 貯蔵品 2,021 3,887 

８ 前払費用 28,467 23,483 

９ 未収還付税金  － 120,849 

10 繰延税金資産 97,428 76,354 

11 その他 9,189 16,253 

貸倒引当金 △3,019 △3,566 

流動資産合計 7,198,140 83.4 7,732,690 88.0

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1）建物 34,196 55,676   

減価償却累計額 7,195 27,001 16,214 39,462 

(2）車両運搬具 7,536 7,536   

減価償却累計額 2,203 5,332 3,904 3,631 

(3）工具器具及び備品 192,729 256,465   

減価償却累計額 109,333 83,395 163,514 92,951 

(4）建設仮勘定    － 12,513 

有形固定資産合計 115,729 1.3 148,559 1.7

２ 無形固定資産   

(1）ソフトウエア 47,009 41,244 

(2）電話加入権 817 817 

無形固定資産合計 47,826 0.6 42,062 0.5

３ 投資その他の資産   

(1）関係会社株式 60,000 85,500 

 



   
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(2）関係会社社債  500,000 130,000 

(3）関係会社出資金   － 26,612 

(4）投資有価証券  13,599 315,351 

(5）関係会社長期貸付金  300,000 － 

(6）従業員長期貸付金  2,341 1,695 

(7）長期前払費用  56,750 38,791 

(8）保険積立金  25,941 34,306 

(9）敷金  136,476 133,699 

(10）営業保証金  103,232 － 

(11) 繰延税金資産  71,820 102,505 

投資その他の資産合計  1,270,162 14.7 868,462 9.8

固定資産合計  1,433,718 16.6 1,059,084 12.0

資産合計  8,631,859 100.0 8,791,774 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金  1,495,901 2,050,740 

２ 未払金  143,942 292,008 

３ 未払費用  39,044 48,583 

４ 未払法人税等  262,669 － 

５ 未払消費税等  26,692 － 

６ 預り金  3,949 2,794 

７ 賞与引当金  54,100 69,194 

８ その他  1,367 2,886 

流動負債合計  2,027,667 23.5 2,466,208 28.0

Ⅱ 固定負債    

１ 役員退職慰労引当金  175,100 181,055 

固定負債合計  175,100 2.0 181,055 2.1

負債合計  2,202,768 25.5 2,647,264 30.1

     
 



  
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※2 2,555,483 29.6 2,556,480 29.1

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金 3,210,763 3,211,760   

資本剰余金合計 3,210,763 37.2 3,211,760 36.5

Ⅲ 利益剰余金   

１ 任意積立金   

(1）プログラム準備金 13,771 6,967   

(2）別途積立金 7,500 7,500   

２ 当期未処分利益 641,179 487,964   

利益剰余金合計 662,450 7.7 502,432 5.7

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  393 0.0 1,434 0.0

Ⅴ 自己株式 ※4 － － △127,596 △1.4

資本合計 6,429,090 74.5 6,144,510 69.9

負債・資本合計 8,631,859 100.0 8,791,774 100.0 

    



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   

１ 製品売上高 5,872,202 6,800,849   

２ ロイヤリティ収入 1,216,348 989,066   

３ 受託開発売上高 418,355 7,506,905 100.0 216,286 8,006,201 100.0 

Ⅱ 売上原価   

(1）製品期首たな卸高 24,415 80,986   

(2）当期製品製造原価 5,065,657 5,993,522   

合計 5,090,072 6,074,509   

(3）他勘定振替高 470 784   

(4）製品期末たな卸高 80,986 164,727   

１ 製品売上原価 5,008,615 5,908,997   

２ ロイヤリティ原価 106,978 116,945   

３ 受託開発売上原価 128,970 5,244,564 69.9 85,825 6,111,768 76.3

売上総利益 2,262,341 30.1 1,894,433 23.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 1,392,735 18.5 1,832,452 22.9

営業利益 869,606 11.6 61,980 0.8

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息 ※3 9,847 15,954   

２ 受取配当金 73 799   

３ 為替差益 5,618 19,377   

４ 受取助成金 6,000 －   

５ 雑収入 1,013 22,551 0.3 3,176 39,307 0.5

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払手数料 32,510 29,246   

２ 新株発行費 7,228 －   

３ 市場変更関連費用 14,494 －   

４ 雑損失 902 55,135 0.7 95 29,341 0.4

経常利益 837,021 11.2 71,946 0.9

 



   
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※4 1,042 －   

２ 固定資産除却損  ※5  66 1,109 0.0 2,953 2,953 0.0

税引前当期純利益  835,912 11.2 68,992 0.9

法人税、住民税及び事
業税 

 403,677 52,434   

法人税等調整額  △46,752 356,925 4.8 △10,322 42,111 0.5

当期純利益  478,987 6.4 26,880 0.4

前期繰越利益  162,191 461,083 

当期未処分利益  641,179 487,964 

     



(イ）製造原価明細書 

 （注） 

   
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  4,906,655 97.1 5,543,490 92.3

Ⅱ 労務費  80,291 1.6 186,717 3.1

Ⅲ 経費 ※2 64,642 1.3 276,412 4.6

当期総製造費用  5,051,588 100.0 6,006,620 100.0 

仕掛品期首たな卸高  42,113 3,153 

合計  5,093,702 6,009,773 

他勘定振替高 ※3 24,891 3,412 

仕掛品期末たな卸高  3,153 12,838 

当期製品製造原価  5,065,657 5,993,522 

     

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 １ 原価計算の方法 

 組別総合原価計算を採用しております。 

 １ 原価計算の方法 

同左 

※２ 経費の主な内訳 ※２ 経費の主な内訳 

外注加工費 32,292千円

賃借料 3,958 

減価償却費 4,413 

ライセンス料 14,123 

外注加工費 232,402千円

賃借料 10,413 

減価償却費 9,614 

ライセンス料 16,741 

※３ 他勘定振替高の主な内訳 

たな卸資産評価損 24,891千円

※３ 他勘定振替高の主な内訳 

たな卸資産評価損 3,412千円



(ロ）ロイヤリティ原価明細書 

 （注） 

(ハ）受託開発売上原価明細書 

 （注） 

   
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  － － 501 0.4

Ⅱ 労務費  33,487 31.3 68,437 58.5

Ⅲ 経費 ※2 73,491 68.7 48,006 41.1

当期ロイヤリティ原価  106,978 100.0 116,945 100.0 

     

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 １ 原価計算の方法 

 個別原価計算を採用しております。 

 １ 原価計算の方法 

同左 

※２ 経費の主な内訳 ※２ 経費の主な内訳 

外注加工費 18,596千円

ライセンス料 51,871 

外注加工費 8,321千円

ライセンス料 29,854 

   
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  2,083 1.3 － －

Ⅱ 労務費  110,613 69.7 48,797 87.0

Ⅲ 経費 ※2 46,098 29.0 7,310 13.0

当期総製造費用  158,795 100.0 56,108 100.0 

仕掛品期首たな卸高  － 29,824 

合計  158,795 85,933 

仕掛品期末たな卸高  29,824 108 

当期受託開発売上原価  128,970 85,825 

     

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 １ 原価計算の方法 

 個別原価計算を採用しております。 

 １ 原価計算の方法 

同左 

※２ 経費の主な内訳 ※２ 経費の主な内訳 

外注加工費 33,532千円

 賃借料 4,425  

 減価償却費 4,264  

賃借料 3,300千円

減価償却費 2,778 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益   835,912

減価償却費   51,474

貸倒引当金の増加額   1,261

役員退職慰労引当金の 
増加額 

  24,082

賞与引当金の増加額   21,236

受取利息及び受取配当金   △9,920

為替差損益   △5,618

固定資産売却損   1,042

固定資産除却損   66

売上債権の増加額   △1,117,771

たな卸資産の増加額   △95,904

仕入債務の増加額   800,987

未払金の増加額   7,672

未払消費税等の減少額   △22,387

その他   △34,549

小計   457,585

利息及び配当金の受取額   3,611

法人税等の支払額   △443,974

営業活動によるキャッシュ・フロー   17,222

 



    
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入   899

有形固定資産の取得による支出   △79,340

有形固定資産の売却による収入   3,238

ソフトウェアの取得による支出   △29,642

投資有価証券の取得による支出   △7,800

関係会社株式の取得による支出   △60,000

関係会社社債の取得による支出   △500,000

貸付金の増加による支出   △3,000

貸付金の回収による収入   1,682

関係会社貸付金の増加による支出   △800,000

関係会社貸付金の回収による収入   500,000

長期前払費用の増加による支出    △34,125

敷金・保証金の解約による収入    36,689

敷金・保証金の増加による支出   △63,039

保険積立金の増加による支出    △17,460

保険積立金の解約による収入   3,009

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,048,889

Ⅲ 財務活動によるキャッシュフロー   

配当金の支払による支出   △85,853

株式の発行による収入   1,845,566

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,759,713

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   3,515

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   731,561

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   3,040,057

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   3,771,618

    



④【利益処分計算書】 

  

前事業年度 
株主総会承認日 

（平成16年12月17日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年12月16日） 

金 額（千円） 金 額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益 641,179   487,964

Ⅱ 任意積立金取崩額   

プログラム準備金取崩額 6,803 6,803 6,967 6,967

計 647,982   494,932

Ⅲ 利益処分額   

配当金 186,899 186,899 130,759 130,759

Ⅳ 次期繰越利益 461,083   364,173

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）関係会社株式 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(1）関係会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用し  

ております。 

 なお、投資事業有限責任組合への

出資については、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によってお

ります。 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 

 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物…10～15年 

 車両運搬具…６年 

 工具器具及び備品…２～８年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 均等償却によっております。 

 なお、償却期間については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

(3）長期前払費用 

 均等償却によっております。 

４．繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用処理しております。 

            ──────  

  

 



項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

────── 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(2）中小企業退職金共済制度 

 従業員の退職金の支給に備えるた

め、勤労者退職金共済機構の中小企業

退職金共済制度に加入しております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(2）中小企業退職金共済制度 

同左 



追加情報 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

──────  法人事業税における外形標準課税部分に係る会計処理 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割および資本割については、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

 この結果、営業利益、経常利益および税引前当期純利

益が17,958千円減少しております。  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成16年９月30日） 

当事業年度 
（平成17年９月30日） 

 １        ─────  １ 債務保証 

   次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し

債務保証を行っております。 

保証先 金額（千円） 内容 

㈱RfStream 1,500,000 借入債務 

㈱ピアレックス・

テクノロジーズ 
100,000 借入債務 

 計 1,600,000 － 

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 39,000,000株

発行済株式総数 普通株式 11,014,700株

授権株式数 普通株式 39,000,000株

発行済株式総数 普通株式 11,017,500株

 ３ その他有価証券評価差額金393千円は、商法施行

規則第124条第3項の規定により配当に充当するこ

とが制限されております。 

 ３ その他有価証券評価差額金1,434千円は、商法施行規則

第124条第3項の規定により配当に充当することが制限さ

れております。 

※４        ───── ※４ 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式120,900株

であります。 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は8％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は92％であ

ります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は6％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は94％であ

ります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 94,850千円

給料手当 167,005千円

業務委託費 122,223千円

賞与引当金繰入額 14,493千円

役員退職慰労引当金繰入額 24,082千円

減価償却費 16,257千円

貸倒引当金繰入額 1,261千円

販売促進費 42,271千円

研究開発費 455,133千円

役員報酬 98,773千円

給料手当 353,756千円

業務委託費 161,375千円

賞与引当金繰入額 36,402千円

役員退職慰労引当金繰入額 24,556千円

減価償却費 46,164千円

貸倒引当金繰入額 546千円

賃借料 115,555千円

研究開発費 517,022千円

※２ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 

455,133千円 

※２ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 

517,022千円 

※３ 関係会社との取引に係るものが、次のとおり含ま

れております。 

関係会社からの受取利息       7,099千円 

※３ 関係会社との取引に係るものが、次のとおり含ま

れております。 

関係会社からの受取利息      13,838千円 

※４ 固定資産売却損の内訳は、全額車両運搬具であり

ます。 

※４        ─────   

※５        ─────   ※５ 固定資産除却損の主な内容は、建物の除却による

もの2,492千円であります。  



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 3,771,618

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 3,771,618

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

47,195 11,167 36,027 

合計 47,195 11,167 36,027 

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

47,195 20,268 26,926

合計 47,195 20,268 26,926

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8,845千円

１年超 27,890千円

  36,735千円

１年内 9,152千円

１年超 18,738千円

  27,890千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 9,931千円

減価償却費相当額 9,100千円

支払利息相当額 1,382千円

支払リース料 9,931千円

減価償却費相当額 9,100千円

支払利息相当額 1,085千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当事業年度（平成17年９月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 

(1）株式 977 1,679 702 

(2）債券 － － － 

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 977 1,679 702 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 

(1）株式 4,159 4,120 △39 

(2）債券 － － － 

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 4,159 4,120 △39 

合計 5,136 5,799 662 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）関係会社株式 60,000 

(2）株式 7,800 

(3）関係会社社債 500,000 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

採用している退職給付制度の概要 

 当社は、従業員の退職金の支給に備えるため、勤労者

退職金共済機構の中小企業退職金共済制度に加入してお

ります。なお、平成16年9月30日現在の同制度の退職金試

算額は26,701千円であります。また、当期における同制

度への掛金拠出額3,440千円は費用処理しております。 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳 

（繰延税金資産） 

賞与引当金損金算入限度超過額 21,964千円 

未払事業税否認 22,460千円 

たな卸資産評価損否認 13,127千円 

税務上仕掛品計上額 8,193千円 

未払販売促進費計上額 3,026千円 

減価償却の償却超過額 30,988千円 

役員退職慰労引当金 71,090千円 

その他 3,428千円 

繰延税金資産小計 174,280千円 

繰延税金負債との相殺 △5,031千円 

繰延税金資産合計 169,248千円 

賞与引当金損金算入限度超過

額 

28,093千円 

たな卸資産評価損否認 17,282千円 

税務上仕掛品計上額 16,256千円 

減価償却の償却超過額 47,221千円 

役員退職慰労引当金 73,508千円 

その他 12,529千円 

繰延税金資産小計 194,890千円 

繰延税金負債との相殺 △16,030千円 

繰延税金資産合計 178,860千円 

（繰延税金負債） （繰延税金負債） 

プログラム準備金 △4,762千円 

その他有価証券評価差額金 △269千円 

繰延税金資産との相殺 5,031千円 

繰延税金負債合計 －千円 

差引：繰延税金資産の純額 169,248千円 

仮払税金認定損 △15,050千円 

その他有価証券評価差額金 △980千円 

繰延税金資産との相殺 16,030千円 

繰延税金負債合計 －千円 

差引：繰延税金資産の純額 178,860千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 

13.4〃 

 住民税均等割等 8.4〃 

 その他 △1.4〃 

  税効果会計適用後の法人税等

 の負担率 

  61.0％ 

    



（持分法損益等） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

関連会社に対する投資の金額  

  60,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額  

  △21,542千円

持分法を適用した場合の投資損失の金額  

  82,289千円



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成15年10月１日 至平成16年９月30日） 

１．役員及び個人主要株主等 

２．子会社等 

  

 （注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 社債、貸付金に対する利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

 社債は、平成22年９月30日に一括償還することとなっており、また、貸付金は、平成19年３月24日までに償還

することとなっております。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 

資本金 
又は 
出資金 
(千円) 

事業の
内容又
は職業 

議決権
等の所
有(被所
有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内
容 

取引 
金額 
(千円) 

科目 
期末 
残高 
(千円) 役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 玉田五志 － － 
当社の

監査役 
－ － － 

登記手続

き費用 
1,634 支払報酬 1,634 

属性 
会社等 
の名称 

住所 

資本金 
又は 
出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決等
の所有
(被所
有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内
容 

取引 
金額 
(千円) 

科目 
期末 
残高 
(千円) 

  
役員の
兼任等
  

  
事業上
の関係
  

関連

会社 

㈱ 

RfStream 

大阪市

浪速区 
110,000 製造業 28.6 

役員 

４名 

シリコ

ンチュ

ーナー

の開発

委託 

社債の引

受 
500,000 

関係会社

社債 
500,000 

資金の貸

付 
300,000 

関係会社

貸付金 
300,000 

上記社

債、貸付

金の利息 

7,099 受取利息 7,099 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額 583円68銭

１株当たり当期純利益 47円76銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 46円77銭

１株当たり純資産額 563円89銭

１株当たり当期純利益 2円45銭

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 2円43銭

  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 478,987 26,880 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 478,987 26,880 

期中平均株式数（千株） 10,028 10,989 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（千株） 213 86 

（うち新株予約権） (213) (86) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ － 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証

券 

その他 

有価証券 

㈱サイプレスクラブ 20 7,800 

㈱紀陽銀行 20,000 4,860 

キヤノン販売㈱ 1,155 2,691 

小計 21,175 15,351 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

（事業投資組合） 

アント・ブリッジ２号投資事業 
3 300,000 

小計 3 300,000 



【有形固定資産等明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 34,196 24,980 3,500 55,676 16,214 10,025 39,462 

車両運搬具 7,536 － － 7,536 3,904 1,701 3,631 

工具器具及び備品 192,729 66,851 3,115 256,465 163,514 57,149 92,951 

建設仮勘定  － 12,513 － 12,513 － － 12,513 

有形固定資産計 234,462 104,345 6,615 332,192 183,633 68,877 148,559 

無形固定資産               

ソフトウェア 63,948 5,334 － 69,283 28,038 11,098 41,244 

電話加入権 817 － － 817 － － 817 

無形固定資産計 64,765 5,334 － 70,100 28,038 11,098 42,062 

長期前払費用 68,934 － 450 68,484 29,692 17,644 38,791 



【資本金等明細表】 

 （注）１ 当期末における自己株式数は、120,900株であります。 

 ２ 資本金、普通株式及び資本準備金の増加の原因は、ストックオプションの権利行使によるものであります。

３ 任意積立金の減少の原因は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額の（その他）は、一般債権の貸倒実績率に基づく洗替による戻入であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円）       (注)2 2,555,483 996 － 2,556,480 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式   (注)1,2 （株） (11,014,700) (2,800) (－) (11,017,500) 

普通株式 （千円） 2,555,483 996 － 2,556,480 

計 （株） (11,014,700) (2,800) (－) (11,017,500) 

計 （千円） 2,555,483 996 － 2,556,480 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）    (注)2         

株式払込剰余金 （千円） 3,210,763 996 － 3,211,760 

計 （千円） 3,210,763 996 － 3,211,760 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） － － － － 

（任意積立金）   (注)3         

プログラム準備金 （千円） 13,771 － 6,803 6,967 

別途積立金 （千円） 7,500 － － 7,500 

計 （千円） 21,271 － 6,803 14,467 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金（注） 3,019 3,566 － 3,019 3,566 

賞与引当金 54,100 69,194 54,100 － 69,194 

役員退職慰労引当金 175,100 24,556 18,601 － 181,055 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ．現金及び預金 

ｂ．受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

ｃ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 990 

預金の種類   

当座預金 214,968 

普通預金 3,193,179 

別段預金 5,612 

小計 3,413,760 

合計 3,414,751 

相手先 金額（千円） 

ソニーサプライチェーンソリューション㈱ 25,607 

ソニー㈱ 13,003 

ソニーイーエムシーエス㈱ 6,237 

日本ビクター㈱  5,753 

合計 50,601 

期日別 金額（千円） 

平成17年10月 7,753 

11月 9,376 

  12月 5,785 

平成18年１月 27,686 

合計 50,601 

相手先 金額（千円） 

富士通㈱ 2,264,733 

㈱日立製作所 628,928 

シャープ㈱ 213,314 

ソニー㈱ 199,792 

その他 257,698 

合計 3,564,468 



(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

3,022,261 8,529,065 7,986,858 3,564,468 69.1 140.9 



ｄ．製品 

ｅ．原材料 

ｆ．仕掛品 

ｇ．貯蔵品 

② 負債の部 

ａ．買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

品名 金額（千円） 

ＤＶＤ・ビデオ機器製品 45,161 

ソフトウエア製品 1,080 

その他 118,484 

合計 164,727 

品名 金額（千円） 

ＤＶＤ・ビデオ機器製品 286,430 

ソフトウエア製品 933 

その他 568 

合計 287,933 

品名 金額（千円） 

ＤＶＤ・ビデオ機器製品 6,094 

その他 6,743 

受託開発案件 108 

合計 12,946 

品名 金額（千円） 

ＤＶＤ・ビデオ機器製品 3,076 

ソフトウエア製品 549 

その他 261 

合計 3,887 

相手先 金額（千円） 

㈱日立メディアエレクトロニクス 1,315,704 

富士通デバイス㈱ 532,304 

その他 202,731 

合計 2,050,740 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 当社は、決算公告に代えて貸借対照表並びに損益計算書をホームページに記載しております。 

    （http://wwww.pixela.co.jp/） 

決算期 ９月30日 

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日 

株券の種類 100株券 1,000株券 10,000株券 

中間配当基準日 ３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第23期）（自 平成15年10月１日 至 平成16年９月30日）平成16年12月20日近畿財務局長に提

出。 

(2）自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成16年９月１日 至 平成16年９月30日）平成16年10月５日 近畿財務局長に提出。 

報告期間（自 平成16年10月１日 至 平成16年10月31日）平成16年11月10日 近畿財務局長に提出。 

報告期間（自 平成16年11月１日 至 平成16年11月30日）平成16年12月１日 近畿財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成16年12月１日 至 平成16年12月17日）平成17年１月28日 近畿財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年２月10日 至 平成17年２月28日）平成17年３月７日 近畿財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月１日 近畿財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月２日 近畿財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月７日 近畿財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月13日 近畿財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年７月30日）平成17年８月８日 近畿財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日）平成17年９月13日 近畿財務局長に提出。 

  報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日）平成17年10月18日 近畿財務局長に提出。 

  報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日）平成17年11月21日 近畿財務局長に提出。 

  報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日）平成17年12月12日 近畿財務局長に提出。 

(3）半期報告書 

  （第24期中）（自 平成16年10月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月17日近畿財務局長に提出。 

(4）有価証券報告書の訂正報告書  

  平成17年３月14日近畿財務局長に提出。 

  第23期の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成17年12月16日

株式会社ピクセラ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 井上 浩一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松井 隆雄  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ピクセラの平成16年10月１日から平成17年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ピクセラ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成16年12月17日

株式会社ピクセラ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 井上 浩一  印 

  関与社員   公認会計士 松井 隆雄  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ピクセラの平成15年10月１日から平成16年９月30日までの第23期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ピクセラの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成17年12月16日

株式会社ピクセラ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 井上 浩一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松井 隆雄  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ピクセラの平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第24期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ピクセラの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 
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